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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第100期
第１四半期
累計期間

第101期
第１四半期
累計期間

第100期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（千円） 2,997,550 3,035,881 11,485,539

経常利益（千円） 239,045 218,647 845,220

四半期（当期）純利益（千円） 146,646 135,396 521,496

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 553,031 553,031 553,031

発行済株式総数（千株） 5,749 5,749 5,749

純資産額（千円） 14,018,391 14,581,953 14,496,870

総資産額（千円） 18,118,498 18,799,916 18,676,143

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
26.73 24.68 95.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 20.00

自己資本比率（％） 77.4 77.6 77.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　２．売上高には消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

５．第100期の１株当たり配当額には、第100期記念配当５円を含んでおります。　

　

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

(1）業績の状況

当第１四半期におけるわが国経済は、異次元の金融緩和により円安・株高をもたらし、個人消費を始めとする内

需に堅調な動きと、価格競争力向上により輸出も増加傾向にあり、デフレ脱却に向けた進展が続いておりますが、中

国や新興国市場の景気減速感が強まっており、不透明感が出てまいりました。

当貨物自動車運送業界におきましても、東日本大震災の復興に向けた公共投資の増加や民間事業においてもオ

フィスビル建設等が好調で、建設関連貨物の輸送は増加しております。しかしながら、物価は上昇傾向にある中で、

物流費の合理化要請もあり厳しい状況となっております。

当社はこのような状況下、飲料輸送の関東圏・中京圏の主力荷主は国内資本４社から成り立っておりましたが、

米国資本の会社に一本化され、グローバル展開をしている日本法人の物流を担当することになりましたので、当社

が提供している施設の運営や輸送システムに一段と競争力を高める努力をしてまいります。また、セメント輸送荷

主の要請による震災の復旧・復興の一助となるべき宮城県仙台市に新規進出した事業は順調に稼働しております。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は、3,035,881千円（前年同期比1.3％増）となりました。営業利益

は、新規事業の初期投資に加えて燃料費の増加もあり、203,626千円（前年同期比10.2％減）となりました。経常利

益は、218,647千円（前年同期比8.5％減）となり、当四半期純利益は、135,396千円（前年同期比7.7％減）となりま

した。

　

セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

①貨物自動車運送事業

　（第１営業部門）

清涼飲料輸送は、荷主が合理化対策の一環として、在庫対応型から通過型物流体系に変更されたことに加え、天候

不順も加わり取扱量・輸送量も減少し、減収となりました。

びん・容器輸送は、新開発の軽量びんの出荷やドリンク剤容器の輸送が増加しておりますが、びん容器からペッ

トボトル・缶・紙等に移行しており、漸減状況が続いておりますので減収となりました。

以上により、第１営業部門は前年同期比4.3％減となりました。

　（第２営業部門）

石油輸送は、エコカー補助により省エネ車両の増加に加えて、円安による原油価格上昇により燃料単価も上昇し、

輸送量は減少しておりますが、新輸送システム効果で増収となりました。

化成品輸送は、国内需要の減少や新興国需要の減退も加わり、減収となりました。

セメント輸送は、公共事業や民間によるオフィスビルやマンション等の建設需要が堅調に推移しておりますの

で、輸送量が増加しております。さらに東日本大震災の被災地工事が本格化し、仙台出張所の新規売上も加わりまし

たので、大幅な増収となりました。

その他輸送は、小型車の契約車両の提供を行っており、微減となりました。

以上から、第２営業部門は前年同期比15.6％増となりました。　

この結果、関連業務の荷役・保管業務を含めた当事業の売上高は、2,051,898千円（前年同期比1.1％減）となり、

セグメント利益は131,025千円（前年同期比13.6％減）となりました。　

②商品販売事業

石油販売は、大口販売先で事業の統廃合があり取引が終了いたしましたので、減収となりました。

セメント販売は、公共事業、民需ともに納入先が増加いたしましたので、大幅な増収となりました。

車両販売等は、新たにリース販売業務が加わりましたので、大幅な増収となりました。

この結果、当事業の売上高は663,020千円（前年同期比10.9％増）となり、セグメント利益は3,841千円（前年同

期比6.3％減）となりました。　
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③不動産賃貸事業

自社提供施設は、震災の影響で空室だった郡山施設とテナントビルの空室部分が稼働いたしましたので、増収と

なりました。

借上施設は、一部施設で貸出面積の縮小があり、減収となりました。　

　この結果、当事業の売上高は303,186千円（前年同期比1.0％減）となり、セグメント利益は137,947千円（前年同

期比1.4％増）となりました。　

④その他事業

自動車整備事業は、省エネマイカー補助金制度により新車乗り換えが増加した影響を受けて車検・整備が減少

し、減収となりました。

損害保険代理業等は、新規顧客獲得キャンペーンを実施した結果、増収となりました。　

　この結果、当事業の売上高は17,775千円（前年同期比0.5％減）となり、セグメント利益は6,947千円（前年同期比

3.4％増）となりました。  

　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。　

①基本方針の内容 

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて

当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきもので

あると考えます。 

しかし、総合物流業である当社及び当社の関係会社（以下「当社グループ」といいます。）の経営においては、

当社グループの有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、そして、主力事業である公共性の高い貨

物自動車運送事業という当社グループに与えられた社会的な使命、それら当社グループの企業価値ひいては株主

共同の利益を構成する要素等への理解が不可欠です。これらを継続的に維持、向上させていくためには、当社グ

ループの強みである、（a）安全が絶対条件である危険物輸送の高度な知識を、一般貨物輸送に取り込み商品化し

た事業展開、（b）取引先の多面的なニーズに応え高品質の物流を提供するノウハウと専門性、（c）労使一体と

なった事業の推進等独自性を機軸とした中長期的な視野を持った経営的な取組みが必要不可欠であると考えて

おります。当社グループの財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視野を持った経営的

な取組みが実行されない場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わる全ての

ステークホルダーの利益は毀損される可能性があります。

当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますもの

の、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかなど買付者

による大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会

の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの株主の

皆様にとっても、かかる買付行為が当社グループに与える影響や、買付者が考える当社グループの経営に参画し

たときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保有

を検討するうえで重要な判断材料となると考えます。　

②不適切な支配の防止のための取組み

当社は、『経営資源を最大限に活用し、顧客第一主義に徹するとともに、見た目で解る安全・輸送品質の向上と

環境に配慮し、社会との共生を図る』という経営理念のもと、次の３点につき中長期的な観点から取り組んでお

ります。

（a）アウトソーシングのニーズを取り込むため、物流の『最適化提案営業』をスローガンとして、製造から保管

業務、輸送までの工程を一元化した『システム物流』を３ＰＬ（物流の一括受託）事業として拡大を目指して

まいります。 

（b）長期的成長と存在感のある企業を目指し、ローコスト・オペレーションを実践するために、大型化（トレー

ラー化）の推進で複合輸送を強化し、ＴＬＳ（東部ネットワークロジスティクスシステム）を有効利用するこ

とで生産性の向上と合理化を図ると共に、環境確保型経営を実行してまいります。 

（c）新輸送システムによって、季節変動する物量が売上高と利益を生む環境を生かし、荷主に安定的な商品輸送

を提供すると共に、新しい業務提携を創りあげながら新業務への開拓を推進してまいります。また、輸送品質向

上を図るため、見た目で解る物流の商品化を実行してまいります。
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これら中長期的な取り組みにより、一層の企業価値ひいては株主共同の利益の向上に取り組んでおります。

また、激しい企業環境の変化に迅速に対応し、責任の明確化を図り、職務遂行度をより厳しく問うことを目的と

して、取締役任期を１年とするなどの、コーポレートガバナンスの強化実現に向けた取組みを行っております。

 上記各取組みはいずれも当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるものであり、会社支配に関す

る基本方針に沿うものであると考えます。

当社は、平成25年６月26日開催の第100回定時株主総会において、①で述べた会社支配に関する基本方針に照

らし、「当社株券等の大規模買付行為への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）の継続につき株主

の皆様のご承認をいただきました。

 本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、

又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付

け等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除き

ます。かかる買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を以下「大規模買付者」と

いいます。）が行われる場合に、（a）大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付行為に関する必要かつ

十分な情報を事前に提供し、（b）当社取締役会のための一定の評価期間が経過し、かつ（c）取締役会又は株

主総会が新株予約権無償割当て又はその他の法令及び定款の下でとりうる合理的な施策（以下「新株予約権

無償割当て等」といいます。）の実施の可否について決議を行った後に大規模買付行為を開始する、という大

規模買付ルールの遵守を大規模買付者に求める一方で、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

う大規模買付行為を新株予約権無償割当て等を利用することにより抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保・向上させることを目的とするものです。

 当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模

買付者及び大規模買付行為の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出すること

を求めます。さらに、大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情

報リストに基づき株主の皆様の判断及び当社取締役会の意見形成のために必要な情報の提供を求めます。

 次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の必要情報の提供

を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）又は90

日間（その他の大規模買付行為の場合）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期

間とし、当社取締役会は、当該期間内に、外部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された情報

を十分に評価・検討し、後述の独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りま

とめて公表します。また、当社取締役会は、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改

善について交渉し、当社取締役会としての代替案を提示することもあります。

 当社取締役会は、本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断を防止するための諮問機関

として、当社の業務執行を行う経営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役及び社外有識者の中

から選任された委員からなる独立委員会を設置し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないため新株予

約権無償割当てを実施すべきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

うと認められるため新株予約権無償割当てを実施すべきか否か、新株予約権無償割当て等の実施の可否につき

株主総会に諮るべきか否か等の本対応方針に係る重要な判断に際しては、独立委員会に諮問することとしま

す。独立委員会は、（a）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないため新株予約権無償割当ての実施を勧

告した場合、（b）大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損

なうと認められるため新株予約権無償割当ての実施を勧告した場合、及び（c）大規模買付者による大規模買

付行為ないしその提案内容の評価、検討の結果、新株予約権無償割当ての不実施を勧告した場合を除き、新株予

約権無償割当て等の実施の可否につき株主総会に諮るべきである旨当社取締役会に勧告を行います。

 当社取締役会は、株主総会決議に従って、又は取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情が

ない限り独立委員会の前述の勧告を最大限尊重し、新株予約権無償割当て等の実施又は不実施に関する会社法

上の機関としての決議を遅滞なく行います。新株予約権無償割当てを実施する場合には、新株予約権者は、当社

取締役会が定めた１円以上の額を払い込むことにより新株予約権を行使し、当社普通株式を取得することがで

きるものとし、当該新株予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使条件や当社が

大規模買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付す

ことがあるものとします。
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また、当社取締役会は、当社取締役会又は株主総会が新株予約権無償割当ての実施を決定した後も、新株予約

権無償割当ての実施が適切でないと判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、新株予約権

無償割当ての実施の変更又は停止を行うことがあります。当社取締役会は、前述の決議を行った場合は、適時適

切に情報開示を行います。

 本対応方針の有効期限は、平成25年６月26日開催の定時株主総会においてその導入が承認されたことから、

当該定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時ま

でとし、その後の継続についても同様とします。なお、本対応方針の有効期間中であっても、企業価値ひいては

株主共同の利益の向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随

時見直しを行い、本対応方針の変更を行うことがあります。

 なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp：//www．

tohbu．co．jp/）に掲載する平成25年５月10日付プレスリリースをご覧下さい。

③不適切な支配の防止のための取組みにについての取締役会の判断 

②に記載した当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に

資する特別な取組みは、②に記載したとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具

体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。

 また、②に記載した本対応方針も、②に記載したとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させ

るために導入されたものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に

沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、新株予約権無

償割当て等の実施・不実施の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会

が株主総会に諮る必要がないと判断する限定的な場合を除き、原則として株主総会決議によって新株予約権無

償割当て等の実施の可否が決せられること、本対応方針の有効期間は３年であり、その継続については株主の

皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性が担保される工夫がなさ

れている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものではありません。 　

　

(3）研究開発活動

該当事項はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,996,000

計 22,996,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,749,000 5,749,000

東京証券取引所　

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株　

計 5,749,000 5,749,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日　
－ 5,749,000 － 553,031 － 527,524

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。　

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   263,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,484,800 54,848 －

単元未満株式 普通株式       900 －
１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 5,749,000 － －

総株主の議決権 － 54,848 －

 

②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合
（％）

東部ネットワーク株式会社
横浜市神奈川区栄町

２番地の９
263,300 － 263,300  4.58

計 － 263,300 － 263,300  4.58

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成25年４月１日から平成25年

６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、

四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.8％

売上高基準 －％

利益基準 2.9％

利益剰余金基準 0.9％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,019,598 2,966,047

受取手形 51,149 42,211

営業未収入金 1,175,502 1,279,275

リース投資資産 － 18,269

原材料及び貯蔵品 28,177 34,407

その他 158,394 161,811

貸倒引当金 △4,077 △4,464

流動資産合計 4,428,745 4,497,558

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 3,450,010 3,405,404

車両運搬具（純額） 376,902 449,778

土地 7,520,861 7,520,861

その他（純額） 355,680 354,161

有形固定資産合計 11,703,454 11,730,205

無形固定資産 131,699 117,216

投資その他の資産

投資有価証券 886,780 915,299

差入保証金 1,429,040 1,429,004

その他 99,321 113,531

貸倒引当金 △2,899 △2,899

投資その他の資産合計 2,412,243 2,454,936

固定資産合計 14,247,397 14,302,357

資産合計 18,676,143 18,799,916

負債の部

流動負債

支払手形 131,642 152,582

営業未払金 686,942 758,096

未払金 136,045 193,226

未払費用 175,663 292,598

未払法人税等 223,457 60,772

引当金 95,813 36,360

その他 172,516 139,576

流動負債合計 1,622,081 1,633,213

固定負債

繰延税金負債 1,143,931 1,152,094

再評価に係る繰延税金負債 123,215 123,215

引当金 110,840 110,398
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

長期前受金 59,264 57,876

長期預り保証金 1,105,872 1,127,043

資産除去債務 14,069 14,121

固定負債合計 2,557,192 2,584,749

負債合計 4,179,273 4,217,963

純資産の部

株主資本

資本金 553,031 553,031

資本剰余金 527,722 527,722

利益剰余金 13,840,505 13,907,330

自己株式 △195,002 △195,002

株主資本合計 14,726,256 14,793,081

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 220,415 238,673

土地再評価差額金 △449,801 △449,801

評価・換算差額等合計 △229,386 △211,128

純資産合計 14,496,870 14,581,953

負債純資産合計 18,676,143 18,799,916

EDINET提出書類

東部ネットワーク株式会社(E04221)

四半期報告書

11/17



（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 2,997,550 3,035,881

売上原価 2,679,090 2,733,407

売上総利益 318,460 302,473

割賦販売未実現利益戻入額 399 333

割賦販売未実現利益繰入額 354 416

繰延リース利益繰入額 － 3,517

差引売上総利益 318,504 298,873

販売費及び一般管理費 91,642 95,246

営業利益 226,861 203,626

営業外収益

受取利息 78 124

受取配当金 9,832 10,411

その他 3,955 6,035

営業外収益合計 13,866 16,571

営業外費用

支払利息 1,682 1,550

営業外費用合計 1,682 1,550

経常利益 239,045 218,647

特別利益

固定資産売却益 1,489 1,391

特別利益合計 1,489 1,391

税引前四半期純利益 240,535 220,038

法人税、住民税及び事業税 82,388 58,925

法人税等調整額 11,499 25,716

法人税等合計 93,888 84,642

四半期純利益 146,646 135,396
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

減価償却費 133,943千円 138,574千円

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 41,143 7.50平成24年３月31日平成24年６月27日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

 配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 68,571 12.50平成25年３月31日平成25年６月27日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上
額
（注）３

貨物自動車
運送事業

商品販売事
業

不動産賃貸
事業

その他事業
（注）１

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,075,279598,089306,31617,8642,997,550－ 2,997,550

計 2,075,279598,089306,31617,8642,997,550－ 2,997,550

セグメント利益 151,7174,099136,0586,718298,594△71,733226,861

（注）１．「その他事業」は、自動車整備業及び損害保険代理業等であります。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。　

３．報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）２

四半期損益
計算書計上
額
（注）３

貨物自動車
運送事業

商品販売事
業

不動産賃貸
事業

その他事業
（注）１

計

売上高        

外部顧客への売上高 2,051,898663,020303,18617,7753,035,881－ 3,035,881

計 2,051,898663,020303,18617,7753,035,881－ 3,035,881

セグメント利益 131,0253,841137,9476,947279,761△76,134203,626

（注）１．「その他事業」は、自動車整備業及び損害保険代理業等であります。

２．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。　

３．報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。　　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 26円73銭 24円68銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 146,646 135,396

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 146,646 135,396

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,485 5,485

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成25年８月14日

東部ネットワーク株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大和　哲夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 種村　　隆　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東部ネットワーク

株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第101期事業年度の第１四半期会計期間（平成25年４月１日か

ら平成25年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　　

四半期財務諸表に対する経営者の責任　

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東部ネットワーク株式会社の平成25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　

利害関係　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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